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本報告書は、平成 15年度に独立行政法人経済産業研究所から委託された『平成 15年

度日本のイノベーションシステムに関わる産学連携実態調査』の成果をとりまとめたも

のである。 

今般、技術革新の進展や国際競争が激化する中、企業の研究開発において大学等の外

部機関との連携を強化する動きが見られ、これを一層推進するため、大学等連携促進法

（TLO法）の制定や「産学連携サミット」の開催など、政策的な取り組みも進んでおり

産学連携は一種のブームといえる活況を呈している。 

こうした連携の気運の高まりにもかかわらず、その実態や効果に関する客観的なデー

タや定量分析は極めて少ないことから、昨年度は、独立行政法人経済産業研究所からの

委託調査として「平成 14 年度日本のイノベーションシステムに関わる産学連携実態調

査」を実施した。その結果、外部連携に取り組む企業は７割に及んでおり、企業は短期

的な売上や利益向上よりも自社の開発ポテンシャルの向上を重視していること、一方で

外部連携にまだ不慣れであることを課題としているなどの企業実態が明らかになった。 

今回調査では、更に研究開発における外部連携に焦点を当てたほか、最近躍進が目覚

しいベンチャー企業との連携や大企業間の連携など、政策的な関心が高まるテーマも含

めた調査内容に加えた。 

本報告書はその成果をとりまとめたもので、第１章では、表やグラフを多用し調査結

果の概要を紹介し、第２章では調査の集計結果を掲載し、添付資料では調査票を整理し

掲載している。 

最後に、本調査を進めるに当たって、アンケート調査にご御協力いただいた企業各位

に心から感謝を申し上げる次第であります。 

 

平成１６年３月 

株式会社 日本アプライドリサーチ研究所 

代表取締役 溝 口 邦 廣 
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